
平成 19年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 18年 11月 14日

上   場   会   社   名 三菱瓦斯化学株式会社      上場取引所  東 大 名

コード番号     4182      本社所在都道府県

(URL http://www.mgc.co.jp/)      東京都

代   表   者       　　役職名　取締役社長　　　氏名　小高　英紀

問合せ先責任者　　役職名　広報ＩＲ部長　　　氏名　佐藤　康弘 TEL (03) 3283 - 5041

中間決算取締役会開催日　　平成 18年 11月 14日 配当支払開始日　　平成 18年 12月  7日

単元株制度採用の有無　　有　（1単元 1千株）

１. 18年 9月中間期の業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％   百万円 ％   百万円 ％   

18年 9月中間期 169,837 11.8   9,734 7.6   13,234 20.7   

17年 9月中間期 151,844 11.0   9,043 32.4   10,968 46.5   

18年 3月期 326,523 22,212 25,777

百万円 ％   円　　銭   

18年 9月中間期 10,087 27.3   21 .82

17年 9月中間期 7,923 69.6   17 .14

18年 3月期 14,738 31 .66

(注)①期中平均株式数   18年 9月中間期    462,274,151 株     17年 9月中間期    462,387,502 株     18年 3月期   462,355,096 株

     ②会計処理の方法の変更　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態
１株当たり

純資産
百万円   百万円   ％   円　銭   

18年 9月中間期 44.1   365.37   

17年 9月中間期 43.6   325.57   

18年 3月期 43.5   356.88   

(注)①期末発行済株式数    18年 9月中間期    462,253,253 株   17年 9月中間期   462,360,937 株    18年 3月期   462,291,001 株

　　 ②期末自己株式数       18年 9月中間期      21,225,145 株 　17年 9月中間期    21,117,461 株 　 18年 3月期    21,187,397 株

２. 19年 3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
　

百万円   百万円   百万円   

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）        46円51銭

営業利益（通期）　　　　　20,000百万円

３. 配当状況
・現金配当

中間期末 期　末 年　間
4.00 6.00 10.00
6.00 －

－ 6.00 12.00

*業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、実際の業績は予想数値と異なる場合

 があります。上記業績予想に関する事項は、添付資料の7ページをご参照下さい。

純　資　産

165,082

27

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間
 ( 当 期 ） 純 利 益

総  資  産

21,500

自己資本
比率

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

382,547

345,133

379,102

168,894

150,531

19年3月期 （予想）

358,500
通　　期

28,000

1株当たり配当金 （円）

18年3月期
19年3月期 （実績）
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１．個別中間財務諸表等 

中間貸借対照表 
                                                                                            (単位:百万円) 

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 
科   目 

H18.9.30現在 H17.9.30現在 H18.3.31現在 

（ 資 産 の 部 ）    

    

流 動 資 産 (175,713) (150,735) (169,757)

  
現 金 及 び 預 金 8,531 6,275 9,490

受 取 手 形 2,601 3,087 2,193

売 掛 金 112,445 88,985 101,265

有 価 証 券 6,013 4,007 11,000

未 収 入 金 5,415 3,517 5,219

短 期 貸 付 金 0 294 1,294

製 品 19,470 20,854 17,869

仕 掛 品 3,743 4,722 4,474

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 9,987 9,431 10,089

前 払 費 用 1,123 1,164 924

繰 延 税 金 資 産 2,639 3,371 2,950

そ の 他 3,799 5,073 3,040

貸 倒 引 当 金 △ 60 △ 50 △ 55

 

固 定 資 産 (206,834) (194,397) (209,344)

    

有 形 固 定 資 産 (93,242) (94,273) (91,024)

建 物 18,928 20,098 19,182

構 築 物 10,799 11,265 10,959

機 械 装 置 36,569 39,166 36,788

車 両 運 搬 具 121 115 116

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 3,276 3,297 3,274

土 地 14,447 13,908 13,907

建 設 仮 勘 定 9,099 6,420 6,794

    

無 形 固 定 資 産 (1,311) (1,700) (1,432)

特 許 権 87 90 96

ソ フ ト ウ ェ ア 919 1,266 1,003

そ の 他 304 342 332

    

投 資 そ の 他 の 資 産 (112,279) (98,424) (116,887)

投 資 有 価 証 券 66,619 56,122 72,336

関 係 会 社 株 式 ・ 出 資 金 41,661 37,271 40,466

長 期 貸 付 金 258 302 277

長 期 前 払 費 用 2,667 3,099 2,712

そ の 他 1,165 1,748 1,219

貸 倒 引 当 金 △ 92 △ 121 △ 124

 

資   産   合   計 382,547 345,133 379,102
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                                                           (単位:百万円) 

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 
科   目 

H18.9.30現在 H17.9.30現在 H18.3.31現在 

( 負 債 の 部 )    

  

流 動 負 債 (144,471) (141,617) (153,664)

  

支 払 手 形 760 1,338 994

買 掛 金 56,032 45,608 55,440

短 期 借 入 金 65,176 66,354 65,523

一 年 内 償 還 社 債 － 10,000 10,000

未 払 金 5,725 3,863 4,462

未 払 法 人 税 等 2,379 1,688 4,995

未 払 費 用 10,627 8,783 8,393

預 り 金 332 1,082 524

賞 与 引 当 金 2,672 2,670 2,751

そ の 他 764 228 578

  

固 定 負 債 (69,181) (52,983) (60,355)

 

新 株 予 約 権 付 社 債 20,000 － －

長 期 借 入 金 34,899 41,742 44,084

退 職 給 付 引 当 金 4,784 5,037 5,392

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 708 781 862

廃 鉱 費 用 引 当 金 425 398 412

環 境 対 策 引 当 金 711 － 711

繰 延 税 金 負 債 7,182 4,950 8,820

そ の 他 469 73 73

 

負 債 合 計 (213,652) (194,601) (214,019)
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(単位:百万円) 

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 
科   目 

H18.9.30現在 H17.9.30現在 H18.3.31現在 

（ 資 本 の 部 ）    

資 本 金 (－) (41,970) (41,970)

資 本 剰 余 金 (－) (35,681) (35,684)

資 本 準 備 金 － 35,668 35,668

そ の 他 資 本 剰 余 金 

自 己 株 式 処 分 差 益 － 12 15

利 益 剰 余 金 (－) (61,206) (66,172)

利 益 準 備 金 － 6,999 6,999

任 意 積 立 金 

研 究 開 発 資 金 － 1,500 1,500

退 職 給 与 積 立 金 － 500 500

海 外 事 業 積 立 金 － 7,500 7,500

設 備 更 新 積 立 金 － 1,700 1,700

探 鉱 積 立 金 － 1,741 1,741

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 － 2,107 2,107

特 別 償 却 準 備 金 － 56 56

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 － 12 12

別 途 積 立 金 － 25,300 25,300

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 － 13,790 18,756

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 (－) (15,623) (25,282)

自 己 株 式 (－) (△ 3,949) (△ 4,027)

資 本 合 計 (－) (150,531) (165,082)

負 債 資 本 合 計 － 345,133 379,102

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 (146,965) (－) (－)

資 本 金 (41,970) (－) (－)

資 本 剰 余 金 (35,690) (－) (－)

資 本 準 備 金 35,668 － －

そ の 他 資 本 剰 余 金 

自 己 株 式 処 分 差 益 21 － －

利 益 剰 余 金 (73,386) (－) (－)

利 益 準 備 金 6,999 － －

そ の 他 利 益 剰 余 金 

研 究 開 発 資 金 1,500 － －

退 職 給 与 積 立 金 500 － －

海 外 事 業 積 立 金 7,500 － －

設 備 更 新 積 立 金 1,700 － －

探 鉱 積 立 金 1,830 － －

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,621 － －

特 別 償 却 準 備 金 20 － －

別 途 積 立 金 32,300 － －

繰 越 利 益 剰 余 金 19,414 － －

自 己 株 式 (△ 4,081) (－) (－)

評 価 ・ 換 算 差 額 等 (21,929) (－) (－)

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 21,929 － －

純 資 産 合 計 (168,894) (－) (－)

負 債 純 資 産 合 計 382,547 － －
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中間損益計算書 
 （単位：百万円，％） 

当 中 間 期 前 中 間 期 前   期 

（H18/4～H18/9） （H17/4～H17/9） （H17/4～H18/3） 科   目 

金 額 百分比 金 額 百分比 

増 減     

金 額 百分比

売 上 高 169,837 100.0 151,844 100.0 17,993 326,523 100.0 

売 上 原 価 146,596 86.3 128,056 84.3 18,539 275,153 84.3 

 売 上 総 利 益 23,241 13.7 23,787 15.7 △ 546 51,369 15.7 

    

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,507 8.0 14,744 9.7 △ 1,237 29,156 8.9 

 営 業 利 益 9,734 5.7 9,043 6.0 691 22,212 6.8 

    

営 業 外 収 益 （  6,199） （  3.7） （  4,304） （  2.8） （ 1,894） （  9,006） （  2.8）

 受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金 5,120 3,394  1,725 6,818  

 そ の 他 1,079 910  169 2,187  

    

営 業 外 費 用 （  2,698） （  1.6） （  2,378） （  1.6） （   319） （  5,441） （  1.7）

 出 向 者 労 務 費 差 額 負 担 860  －  860 －  

 支 払 利 息 538  449  88 941  

 そ の 他 1,299  1,929  △ 629 4,499  

 経 常 利 益 13,234 7.8 10,968 7.2 2,265 25,777 7.9 

    

特 別 利 益 （    623） （  0.4） （    204） （  0.1） （   418） （    256） （  0.1）

 固 定 資 産 売 却 益 578 －  578 51  

 抱 合 わ せ 株 式 消 滅 差 益 45 －  45 －  

 た な 卸 資 産 処 分 益 － 204  △ 204 204  

    

特 別 損 失 （   502） （  0.3） （   316） （  0.2） （   185） （ 6,031） （  1.9）

 固 定 資 産 処 分 損 446  －  446 －  

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 56  77  △ 20 77  

 探 鉱 費 償 却 －  144  △ 144 982  

 減 損 損 失 －  95  △ 95 95  

 関 係 会 社 再 編 損 失 －  －  － 2,170  

 研 究 所 再 編 費 用 －  －  － 1,115  

 固 定 資 産 廃 棄 損 －  －  － 880  

 環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 －  －  － 711  

    

 税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 13,355 7.9 10,856 7.1 2,498 20,002 6.1 

 法人税、住民税及び事業税 2,311 1.4 2,040 1.3 271 6,657 2.0 

 法 人 税 等 調 整 額 956 0.6 893 0.6 63 △1,393 △ 0.4 

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 10,087 5.9 7,923 5.2 2,164 14,738 4.5 

 前 期 繰 越 利 益 －  5,867   5,867  

 中 間 配 当 額 －  －   1,849  

 中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 －  13,790   18,756  
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中間株主資本等変動計算書 

 
当中間期（H18/4～H18/9）                                                                          （単位：百万円) 

株主資本 

評価・ 

換算  

差額等

資本剰余金 利益剰余金 
 

資本金 
資本  

準備金 

その他

資本  

剰余金 

資本  

剰余金

合計 

利益  

準備金

その他

利益  

剰余金

（注1） 

利益  

剰余金

合計 

自己  

株式 

株主  

資本  

合計 

その他

有価証

券評価

差額金

純資産

合計 

平成 18 年３月 31 日  

残高      
41,970 35,668 15 35,684 6,999 59,173 66,172 △4,027 139,800 25,282 165,082

当中間期の変動額      

剰余金の配当（注2）    △2,773 △2,773  △2,773 △2,773

中間純利益    10,087 10,087  10,087 10,087

自己株式の取得    △54 △54 △54

自己株式の処分   5 5 0 6 6

役員賞与（注2）    △100 △100  △100 △100

株主資本以外の項

目の当中間期の変

動額（純額） 

     △3,352 △3,352

当中間期の変動額 

合計  
－ － 5 5 － 7,213 7,213 △53 7,164 △3,352 3,812

平成 18 年９月 30 日 

残高       
41,970 35,668 21 35,690 6,999 66,387 73,386 △4,081 146,965 21,929 168,894
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（注1）その他利益剰余金の内訳     
                                                       （単位：百万円) 

 

研究  

開発  

資金 

退職  

給与  

積立金 

海外  

事業  

積立金 

設備  

更新  

積立金

探鉱  

積立金

固定資

産圧縮

積立金

特別  

償却  

準備金

海外  

投資等

損失   

準備金 

別途  

積立金 

繰越  

利益  

剰余金

合計 

平成 18 年３月 31 日  

残高      
1,500 500 7,500 1,700 1,741 2,107 56 12 25,300 18,756 59,173

当中間期の変動額      

剰余金の配当（注2）      △2,773 △2,773

固 定 資 産 圧 縮 

積立金の取崩（注2） 
   △456   456 －

当中間期に係る固定

資産圧縮積立金の

取崩 

   △28   28 －

探鉱積立金の取崩

（注2） 
   △261   261 －

当中間期に係る探鉱

積立金の取崩 
   △20   20 －

当中間期に係る探鉱

積立金の積立 
   371   △371 －

特別償却準備金の

取崩（注2） 
   △23   23 －

当中間期に係る特別

償却準備金の取崩 
   △11   11 －

海 外 投 資 等 損 失 

準備金の取崩（注2） 
   △12  12 －

別途積立金の積立

（注2） 
    7,000 △7,000 －

役員賞与（注2）      △100 △100

中間純利益      10,087 10,087

当中間期の変動額 

合計 
－ － － － 89 △485 △35 △12 7,000 658 7,213

平成 18 年９月 30 日 

残高     
1,500 500 7,500 1,700 1,830 1,621 20 － 32,300 19,414 66,387

 
（注2）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  
 
１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的債券----------------償却原価法（定額法） 

②子会社株式及び関連会社株式------移動平均法による原価法 

③その他有価証券------------------  （時価のあるもの） 

主として中間期末日前１ヶ月間の市場価格等の平均に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 
（時価のないもの） 
移動平均法による原価法 

 

２ デリバティブの評価基準       時価法 

 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法   総平均法による原価法 

 

４ 固定資産の減価償却の方法 

     有形固定資産--------------------定額法 

     無形固定資産--------------------定額法 

 

５ 引当金の計上基準 

   ①貸 倒 引 当 金               

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

   ②賞 与 引 当 金               

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しております。 

   ③退職給付引当金             

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、当社は退職給付信託を設定しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法により費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）によ

る定率法で翌事業年度より費用処理しております。 

   ④役員退職慰労引当金    

役員および執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を計上してお

ります。 

   ⑤廃鉱費用引当金    

今後発生する海域の油ガス田廃鉱費用の支出に備えるため、廃鉱計画に基づき、当該費用の見積額を期間を

基準に計上しております。 

   ⑥環境対策引当金    

     「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって、処理することが義務づけられ 

    ているポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理費用に充てるため、日本環境安全事業株式会社から公表されている処理 

   料金に基づき算出した処理費用及び運搬費用等の見込み額を計上しております。 

 
６ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７ 消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 
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 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更  
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5 号 平成17 年12 月9 日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8 号 平成17 年 12 月 9 日）

を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は 168,894 百万円であります。 

なお､当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については､中間財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の中

間財務諸表等規則により作成しております。 

 

（企業結合に係る会計基準等） 

  当中間会計期間より「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成 15 年 10 月 31 日）及び「事業分離等に関する会計

基準」（企業会計基準第7 号 平成17 年12 月27 日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10 号 平成17 年12 月27 日）を適用しております。  

 

（繰延資産の会計処理に関する事項） 

 従来、天然ガス等の開発費については、支出期に繰延資産に計上し全額を費用（探鉱費償却・特別損失）として処理しており

ましたが、当中間会計期間より「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告 19 号 平成

18 年8 月11 日)が適用されるため、支出時に費用（探鉱費・販売費及び一般管理費)として処理しております。 

  この変更により、当中間会計期間の営業利益及び経常利益は 30 百万円それぞれ減少しておりますが､中間純利益には影響

はありません。 

 

（出向者労務費差額負担の会計処理に関する事項） 

出向者労務費の当社負担額は従来、販売費および一般管理費に計上していましたが、当中間会計期間より営業外費用に計

上することに変更いたしました。 

この変更は、当社の労務費にしめる当該負担額の重要性が増したこと、および当該負担額は当社の営業収益との直接の対

応関係が認められないことから、営業外費用とすることにより営業損益をより実態を反映した表示とするために行ったものであり

ます。 

この変更により、従来の方法によった場合に比べ営業利益は 860 百万円増加していますが、経常利益及び中間純利益に影

響はありません。 
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 中間貸借対照表に関する注記事項  
 
 当中間期 前中間期 前期 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 212,356 百万円 212,823 百万円 208,402 百万円 

２ 担保に供している資産 52 百万円 51 百万円 52 百万円 

３ 保証債務 24,427 百万円 20,387 百万円 22,347 百万円 

４  中間会計期間末日満期手形の処理 

 

      中間会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

   なお、当中間会計期間末日は､ 金融機関の休日であったため、次の中間会計期間末日満期手形が中間期末残高に含まれて 

   おります。 

            受取手形        292 百万円 

            支払手形         81 百万円 

 

中間損益計算書に関する注記事項  
       

 当中間期 前中間期 前期 

営業外収益その他の主要項目    

            賃貸料収入 625 百万円 377 百万円 945 百万円 

営業外費用その他の主要項目    

         固定資産処分損 161 百万円 734 百万円 1,448 百万円 

          たな卸資産処分損 153 百万円 378 百万円 1,008 百万円 

             賃貸資産費用 293 百万円 207 百万円 471 百万円 

                          

 

中間株主資本等変動計算書に関する注記事項  
 
自己株式の種類及び株式数に関する事項                               （単位：株） 

 前期末 増加 減少 当中間期末 

普通株式 （注） 21,187,397 42,598 4,850 21,225,145 

（注）普通株式の自己株式の増加42,598 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   普通株式の自己株式の減少4,850 株は、単元未満株式の株主からの買増請求による減少であります。 

 

 リース取引に関する注記事項  
 
EDINET により開示を行うため記載を省略しております。 

 

 有価証券に関する注記事項  
 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                                                （単位：百万円） 

区 分 当中間期（Ｈ18.9.30 現在） 前中間期（Ｈ17.9.30 現在） 前期（Ｈ18.3.31 現在） 

 
貸借対照

表計上額 
時   価 差  額 

貸借対照

表計上額
時   価 差  額 

貸借対照

表計上額 
時   価 差  額 

子会社株式 － － － － － － － － －

関連会社株式 3,475 14,748 11,272 3,475 15,667 12,191 3,475 16,633 13,157

 


